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１．歳入決算比較
（単位：円、％）

対
予算

対
調定

対　前
年度比

構成比
対

予算
対

調定
対　前
年度比

構成比

保 険 料 2,773,141,000 2,951,510,100 2,898,450,780 104.5 98.2 112.6 24.6 2,527,095,000 2,629,535,200 2,573,377,600 101.8 97.9 100.0 22.6

使用料及び手数料 3,000 123,900 123,900 4,130.0 100.0 94.9 0.0 3,000 130,500 130,500 4,350.0 100.0 88.6 0.0

国 庫 支 出 金 2,097,133,000 2,057,253,674 2,057,253,674 98.1 100.0 97.8 17.4 2,014,123,000 2,102,566,340 2,102,566,340 104.4 100.0 109.6 18.4

支払基金交付金 2,897,583,000 2,813,090,000 2,813,090,000 97.1 100.0 102.6 23.8 2,817,356,000 2,741,438,522 2,741,438,522 97.3 100.0 104.7 24.0

県 支 出 金 1,640,652,000 1,663,708,617 1,663,708,617 101.4 100.0 102.4 14.1 1,597,894,000 1,624,858,869 1,624,858,869 101.7 100.0 107.0 14.3

財 産 収 入 67,000 63,311 63,311 94.5 100.0 63.1 0.0 93,000 100,383 100,383 107.9 100.0 7.4 0.0

繰 入 金 1,902,257,000 1,902,257,000 1,902,257,000 100.0 100.0 94.5 16.1 2,013,876,000 2,013,876,000 2,013,876,000 100.0 100.0 105.6 17.7

繰 越 金 464,070,000 464,070,396 464,070,396 100.0 100.0 136.5 3.9 340,096,000 340,096,469 340,096,469 100.0 100.0 70.5 3.0

諸 収 入 85,000 908,907 908,907 1,069.3 100.0 28.3 0.0 83,000 3,212,748 3,212,748 3,870.8 100.0 11.4 0.0

歳 入 合 計 11,774,991,000 11,852,985,905 11,799,926,585 100.2 99.6 103.5 100.0 11,310,619,000 11,455,815,031 11,399,657,431 100.8 99.5 103.2 100.0

※構成比は、原則として小数点以下第2位を四捨五入していますので、合計が100.0にならない場合があります。

区　　分
最終予算額 調定額 収入済額 最終予算額

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度

調定額
収入割合 収入済額 収入割合 収入済額

収入済額
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２．歳出決算比較

（単位：円、％）

対　前 対　前

年度比 年度比

総 務 費 392,841,000 383,087,726 9,753,274 97.5 103.6 3.4 392,347,000 369,835,406 22,511,594 94.3 100.2 3.4

保 険 給 付 費 10,486,938,000 10,134,529,834 352,408,166 96.6 102.8 89.2 10,169,988,000 9,861,269,092 308,718,908 97.0 104.4 90.2

地 域 支 援 事 業 費 422,052,000 376,881,237 45,170,763 89.3 107.6 3.3 389,365,000 350,288,063 39,076,937 90.0 88.3 3.2

基 金 積 立 金 199,410,000 199,406,161 3,839 100.0 124.3 1.8 160,446,000 160,445,553 447 100.0 79.9 1.5

諸 支 出 金 269,803,000 269,669,346 133,654 100.0 139.2 2.4 193,754,000 193,748,921 5,079 100.0 65.3 1.8

予 備 費 3,947,000 0 3,947,000 0.0 － 0.0 4,719,000 0 4,719,000 0.0 － 0.0

歳 出 合 計 11,774,991,000 11,363,574,304 411,416,696 96.5 103.9 100.0 11,310,619,000 10,935,587,035 375,031,965 96.7 102.1 100.0

※構成比は、原則として小数点以下第2位を四捨五入していますので、合計が100.0にならない場合があります。

区 分

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度

支出割合 支出割合

執行率 構成比 執行率 構成比
最終予算額 支出済額 不用額 最終予算額 支出済額 不用額
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３．保険給付

（1）介護サービス等諸費

（単位：円）

（2）介護予防サービス等諸費

（単位：円）

（3）高額介護サービス等費 （4）高額医療合算介護サービス等費

（単位：円） （単位：円）

（5）特定入所者介護サービス等費 （6）その他諸費

（単位：円） （単位：円）

合計

2,127,072 172,620,273

地域密着型介護予
防サービス給付費

高額医療合算介護
予防サービス費

地域密着型介護
サービス給付費

合計

527,891,242 958,230,746 9,385,152,964

居宅介護サービス
計画給付費

支出済額 3,997,728,147 3,857,141,110 12,439,211 31,722,508

区分
居宅介護サービス

給付費
施設介護サービス

給付費
居宅介護福祉用具

購入費
居宅介護住宅改修

費

支出済額 133,434,315 2,346,926 9,519,390 25,192,570

区分
介護予防サービス

給付費
介護予防福祉用具

購入費
介護予防住宅改修

費
介護予防サービス

計画給付費

支出済額 302,017,744 91,899

高額介護サービス
費

高額介護予防サー
ビス費

区分
特定入所者介護

サービス費
特定入所者介護予

防サービス費

232,911,808 141,301

区分

支出済額 35,239,605

区分

236,996

合計

302,109,643

合計

区分

支出済額

高額医療合算介護
サービス費

35,002,609

合計

支出済額

審査支払手数料

6,354,240

233,053,109
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（款）1 総務費　 　（項）1 総務管理費　 　（目）1 一般管理費　 （単位：円）

介護保険運営協議会 282,000 （目的）介護保険に関する施策の企画立案とその適正な実施や、地域包括支援センター及び地域密着型 482

事業 サービスの運営について、「久喜市介護保険運営協議会」での審議を通じて、事業の適正な実施を

（介護保険課） 図ります。

（対象）介護保険事業及び高齢者福祉事業

（手段）公募による市民、保健・医療及び福祉の関係者、学識経験者から委員20名を委嘱し、「久喜市介

護保険運営協議会」を設置しています。令和3年度は協議会を3回開催し、介護保険事業及び高齢者

福祉事業の実施状況、地域包括支援センターの運営状況、地域密着型サービス事業所の指定・指定

更新等について慎重に審議をしていただきました。

（成果）介護保険事業等について審議していただき、事業の執行に役立てることができました。

介護保険災害臨時特 246,838 （目的）東日本大震災の被災者の方の負担を軽減します。 482

例負担事業

（介護保険課） （対象）東京電力福島第一原子力発電所事故による警戒区域等から避難された方

（手段）被災者の方が介護サービス等を利用した場合の介護保険適用の自己負担額（1割又は2割分）につ

いて、その全額を免除し、市が負担しました。

（単位：人、件、円）

（成果）被災者の方が介護サービスを利用した際の自己負担額（1割又は2割分）の軽減を図ることができ

ました。

種別 延人数 延件数 減免額

居宅介護サービス費 1 24 37,790

施設介護サービス費 1 7 209,048

2 31 246,838合　　計

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ
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（款）1 総務費　 　（項）2 徴収費　 　（目）1 賦課徴収費 （単位：円）

賦課徴収事業 17,933,353 （目的）介護保険財源を被保険者間で公平に負担します。 482

（介護保険課）

（対象）65歳以上の高齢者（第1号被保険者）

（手段）第1号被保険者に対して、介護保険料を賦課し納入通知書を発行しました。なお、年度途中で異

動のあった第1号被保険者については、月割賦課により納入通知書を発行しました。

また、介護保険料の適正な収納管理に努めるとともに、未納者については、督促状・催告書の送

付及び臨宅徴収等を行い、保険料の収納に努めました。

・納入通知書発行件数　　当初　47,231件　（特別徴収：43,192件、普通徴収：4,039件）

随時　 3,862件

・介護保険料収納推進員4名（久喜・菖蒲・栗橋・鷲宮地区各1名）を任用して、延べ2,497件の

臨宅徴収を行いました。

（成果）介護保険財源を確保して、制度の円滑な運営を行うとともに、未納者の納付を促進し、介護保険

料の負担の公平を図りました。

（款）1 総務費　 　（項）3 介護認定審査会費　 　（目）1 介護認定審査会費　 （単位：円）

介護認定審査会事業 12,055,724 （目的）要介護（要支援）認定申請者について、要介護状態か要支援状態かを審査・判定します。 484

（介護保険課）

（対象）65歳以上で要介護（要支援）認定（新規・更新・変更）申請をした方、40歳以上65歳未満で特定

疾病により要介護（要支援）認定（新規・更新・変更）申請をした方

（手段）認定調査等により作成した一次判定結果、特記事項及び主治医意見書をもとに、介護認定審査会

に諮り、二次判定を行いました。

また、判定に基づき認定しました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ
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（款）1 総務費　 　（項）3 介護認定審査会費　 　（目）1 介護認定審査会費　 （単位：円）

・審査会判定等状況 （単位：件、回）

（  ）は第2号被保険者数

・二次判定結果 （単位：件）

（成果）介護認定審査会を174回開催し、4,737件の審査・判定を実施しました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

412

367

1

57 32 249

要介護5 412 0

4,737

在  宅 3,040 18 347

0

0 0 0 0

合  計

0

22 405 1,091

4,737

(4) (0)

910 1,385

(140) (90) (90)(168) (86)

4,737

要介護4 要介護5

(82)

非該当 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3

二次判定結果

要介護2

7

要介護4 673

要介護3

要支援2

0

258 243 243

1,544

(4) (4) (3) (3)

審 査 会
判定件数

認定結果
通知件数

0

376

介 護 老 人
福 祉 施 設

その他
2,295

5

一
次
判
定
結
果

867

非該当 56 22 29 0

249 0 249

5,565 2,056 3,509 4,883

0

913526 663

0

35

75 0

0 0

00

661 0 0 0

0 0

1

0 0

586 0 0

832

958

500 82 4 0

0

0

0

91 0

0

120

0

46 119

0 9 21

0

46

0

628 32

494 833 678

214 250

75

183

663

0 0 0

0

247

22 405 526 1,091 442913

401

審査会
回 数

(82) (33)

要支援1 442 0

1,454
174

0

0 0

643 30

0

再調査

0

0

0

0

(29) (56) (43) (43)

1,454

(82) (53)

施設

3,021
在　宅

合  計

申請件数
新規申請
件  数

更新変更
申請件数

認定調査
件  数

施
設

介護老人
福祉施設

243 0

1,875 3,081 3,040 3,040

(49) (80) (44) (44)

1,146

その他 1,454 4

合  計 4,737

0

0

675 442

0 0

0

0

675

要介護1 1,040 0 0
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（款）1 総務費　 　（項）3 介護認定審査会費　 　（目）2 介護認定調査等費　 （単位：円）

介護認定調査事業 27,478,155 （目的）要介護（要支援）認定申請者について、要介護認定及び要支援認定に必要な資料（一次判定結果 484

（介護保険課） 特記事項、主治医意見書）を作成します。

（対象）65歳以上で要介護（要支援）認定（新規・更新・変更）申請をした方又は40歳以上65歳未満で特

定疾病により要介護（要支援）認定（新規・更新・変更）申請をした方

（手段）認定申請のあった被保険者の自宅（又は施設等）を訪問し、身体や生活状況など聞き取り調査を

行い、調査票を作成しました。この調査票をもとに一次判定を行い、併せて、主治医に意見書の作

成を依頼し、一次判定結果、特記事項及び主治医意見書により、介護認定審査会に審査を依頼しま

した。

（成果）4,883件の認定調査を実施し、介護認定審査会における、要介護度の審査・判定に必要な資料を

整えることができました。

（款）2 保険給付費　 　（項）1 介護サービス等諸費　 　（目）1 居宅介護サービス給付費　 （単位：円）

居宅介護サービス給 3,997,728,147 （目的）居宅介護サービス費の適切な給付を行います。 484

付事業

（介護保険課） （対象）居宅介護サービスを利用する要介護被保険者

（手段）居宅要介護被保険者が利用した居宅介護サービスについて、埼玉県国民健康保険団体連合会（国

保連合会）からの請求に基づき、給付費を支払いました。

（単位：人、日、円）

58,725,543

171,235,923

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

4,055

10,882

1,741 11,062

訪問介護

22,928

決算書の
ページ

訪問リハビリテーション 69,990,950

訪問入浴介護

訪問看護

114,863 455,253,837

978 4,744

延人数 利用日数 介護保険給付額種 類

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

事 業 の 成 果
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（款）2 保険給付費　 　（項）1 介護サービス等諸費　 　（目）1 居宅介護サービス給付費　 （単位：円）

（成果）居宅介護サービス費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　 　（項）1 介護サービス等諸費　 　（目）2 施設介護サービス給付費　 （単位：円）

施設介護サービス給 3,857,141,110 （目的）施設介護サービス費の適切な給付を行います。 486

付事業

（介護保険課） （対象）介護保険施設に入所している要介護被保険者

（手段）要介護被保険者が利用した施設介護サービスについて、国保連合会からの請求に基づき、給付費

を支払いました。

（単位：人、円）

通所介護 16,036 166,397 1,291,610,239

種 類 延人数 利用日数 介護保険給付額

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

43,742 146,751,527

3,935 114,930

特定施設入居者生活介護（短期利用） 9 115

106

20,325

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

合 計

36,340 305,208,337

22,390 648,198

居宅療養管理指導

短期入所療養介護

福祉用具貸与

介護老人保健施設サービス

4,583

特定施設入居者生活介護

922,574

89,203 1,213,575

751,770,480

3,997,728,147

2,789

3,972 47,467

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

介護医療院サービス

14,629

297

4,116

合 計

30,754,937

決算書の
ページ

種 類 延人数 介護保険給付額

事 業 の 成 果

310,422,775

405,081,025

介護老人福祉施設サービス 10,394 2,671,821,725

1,147,887,302

介護療養型医療施設サービス 13 3,028,744

34,403,339

3,857,141,110
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（成果）施設介護サービス費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　 　（項）1 介護サービス等諸費　 　（目）3 居宅介護福祉用具購入費　 （単位：円）

居宅介護福祉用具購 12,439,211 （目的）居宅要介護被保険者が特定福祉用具を購入した場合に、購入費（年間10万円を限度）の一部を介 486

入事業 護保険から給付し、在宅生活を支援します。

（介護保険課）

（対象）特定福祉用具を購入した居宅要介護被保険者

（手段）サービス利用者から提出された支給申請書及び関係書類について審査のうえ、支給決定者につい

ては、給付費を支給しました。

（成果）貸与になじまない入浴又は排せつの用等に供する特定福祉用具を購入した居宅要介護被保険者に

対し、居宅介護福祉用具購入費を支給し、在宅での安心した介護生活を支援しました。

（款）2 保険給付費　 　（項）1 介護サービス等諸費　 　（目）4 居宅介護住宅改修費　 （単位：円）

居宅介護住宅改修事 31,722,508 （目的）手すりの取り付けその他厚生労働大臣が定める種類の住宅改修を行った場合、改修費（20万円を 486

業 限度）の一部を介護保険から給付し、在宅生活を支援します。　　

（介護保険課）

（対象）住宅改修を行った居宅要介護被保険者

（手段）サービス利用者から提出された支給申請書及び関係書類等について審査し、支給決定者について

は、給付費を支給しました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

14,097,229円

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果

申請件数 購　入　額 介護保険給付額

申請件数 改　修　額

323件

12,439,211円

介護保険給付額

決算書の
ページ

35,882,832円

決算書の
ページ

31,722,508円

事 業 の 成 果

443件
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（款）2 保険給付費　 　（項）1 介護サービス等諸費　 　（目）4 居宅介護住宅改修費　 （単位：円）

（成果）手すりの取り付けや床段差の解消等の住宅改修を行うことにより、居宅要介護被保険者の自立を

促進し、かつ、家族の介護を容易にし、在宅での安心した生活を支援しました。

（款）2 保険給付費　 　（項）1 介護サービス等諸費　 　（目）5 居宅介護サービス計画給付費 （単位：円）

居宅介護サービス計 527,891,242 （目的）居宅介護サービス計画費の適切な給付を行います。 486

画給付事業

（介護保険課） （対象）居宅介護支援事業者から居宅介護支援（居宅介護サービス計画の作成）を受けた要介護被保険者

（手段）居宅要介護被保険者が利用した居宅介護支援について、国保連合会からの請求に基づき、給付費

を支払いました。

・居宅介護サービス計画給付件数　　34,650件

（成果）居宅介護サービス計画費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　 　（項）1 介護サービス等諸費　 　（目）6 地域密着型介護サービス給付費 （単位：円）

地域密着型介護サー 958,230,746 （目的）地域密着型介護サービス費の適切な給付を行います。 486

ビス給付事業

（介護保険課） （対象）地域密着型介護サービスを利用する居宅要介護被保険者

（手段）居宅要介護被保険者が利用した地域密着型介護サービスについて、国保連合会からの請求に基づ

き、給付費を支払いました。

（単位：人、円）

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

介護保険給付額

8,647,638

夜間対応型訪問介護 1,339,573

延利用人数

50

78

決算書の
ページ

事 業 の 成 果
決算書の
ページ

事 業 の 成 果

定期巡回・随時対応訪問介護看護

種 類
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（成果）地域密着型介護サービス費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　 　（項）2 介護予防サービス等諸費　 　（目）1 介護予防サービス給付費 （単位：円）

介護予防サービス給 133,434,315 （目的）介護予防サービス費の適切な給付を行います。 486

付事業

（介護保険課） （対象）介護予防サービスを利用する居宅要支援被保険者

（手段）居宅要支援被保険者が利用した介護予防サービスについて、国保連合会からの請求に基づき、給

付費を支払いました。

（単位：人、日、円）

※介護予防通所介護は「総合事業」ですが、事業所からの過誤申請により返戻となりました。

1,099,285

144,641

6,810

介護予防訪問リハビリテーション

10

0介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護 1,517

種 類

0 0

延人数 利用日数

16

1,465 3,162 10,504,391

介護予防福祉用具貸与

介護予防居宅療養管理指導

6,768,189

21,948,867

43,523,996

30 163

1,171

4,101

0

121,945

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

6,195,061

地域密着型通所介護 324,693,627

合 計 958,230,746

事 業 の 成 果
決算書の
ページ

23

4,529

7,233

158

2,122

0

259

4

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設

541,532,290

認知症対応型共同生活介護（短期利用） 0

小規模多機能型居宅介護 57,497,463

小規模多機能型居宅介護（短期利用） 78,148

133,434,315

540 15,797 39,670,650

7,903 150,747

介護予防特定施設入居者生活介護

合 計

介護予防通所介護　※

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

16,451,743

1,795,203

介護保険給付額

10,143,477

△ 369,181

400

193 1,120

217

3

－425－



（款）2 保険給付費　 　（項）2 介護予防サービス等諸費　 　（目）1 介護予防サービス給付費 （単位：円）

（成果）介護予防サービス費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　 　（項）2 介護予防サービス等諸費　 　（目）2 介護予防福祉用具購入費 （単位：円）

介護予防福祉用具購 2,346,926 （目的）居宅要支援被保険者が特定介護予防福祉用具を購入した場合、購入費（年間10万円を限度）の一 486

入事業 部を介護保険から給付し、在宅生活を支援します。

（介護保険課）

（対象）特定介護予防福祉用具を購入した居宅要支援被保険者

（手段）サービス利用者から提出された支給申請書及び関係書類について審査のうえ、支給決定者につい

ては、給付費を支給しました。

（成果）貸与になじまない入浴又は排せつの用等に供する特定介護予防福祉用具を購入した居宅要支援被

保険者に対し、介護予防福祉用具購入費を支給し、在宅での安心した生活を支援しました。

（款）2 保険給付費　 　（項）2 介護予防サービス等諸費　 　（目）3 介護予防住宅改修費 （単位：円）

介護予防住宅改修事 9,519,390 （目的）手すりの取り付けその他厚生労働大臣が定める種類の住宅改修を行った場合、改修費（20万円を 488

業 限度）の一部を介護保険から給付し、在宅生活を支援します。

（介護保険課）

（対象）住宅改修を行った居宅要支援被保険者

（手段）サービス利用者から提出された支給申請書及び関係書類等について審査し、支給決定者について

は、給付費を支給しました。

事 業 の 成 果

決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額
決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果

購入額 介護保険給付額申請件数

87件 2,666,440円 2,346,926円

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ
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（成果）手すりの取り付けや床段差の解消等の住宅改修を行うことにより、居宅要支援被保険者の自立を

促し、かつ、家族の介護を容易にし、在宅での安心した生活を支援しました。

（款）2 保険給付費　 　（項）2 介護予防サービス等諸費　 　（目）4 介護予防サービス計画給付費 （単位：円）

介護予防サービス計 25,192,570 （目的）介護予防サービス計画費の適切な給付を行います。 488

画給付事業

（介護保険課） （対象）介護予防支援事業者から介護予防支援（介護予防サービス計画の作成）を受けた要支援被保険者

（手段）居宅要支援被保険者が利用した介護予防支援について、国保連合会からの請求に基づき、給付費

を支払いました。

・介護予防サービス計画給付件数　　5,348件

（成果）介護予防サービス計画費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　 　（項）2 介護予防サービス等諸費　 　（目）5 地域密着型介護予防サービス給付費 （単位：円）

地域密着型介護予防 2,127,072 （目的）地域密着型介護予防サービス費の適切な給付を行います。 488

サービス給付事業

（介護保険課） （対象）地域密着型介護予防サービスを利用する居宅要支援被保険者

（手段）居宅要支援被保険者が利用した地域密着型介護予防サービスについて、国保連合会からの請求に

基づき、給付費を支払いました。

介護保険給付額改修額申請件数

104件 10,876,748円 9,519,390円

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果

32人

種 類 延利用人数

介護予防小規模多機能型居宅介護

決算書の
ページ

事 業 の 成 果
決算書の
ページ
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（款）2 保険給付費　 　（項）2 介護予防サービス等諸費　 　（目）5 地域密着型介護予防サービス給付費 （単位：円）

（成果）地域密着型介護予防サービス費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　 　（項）3 その他諸費　 　（目）1 審査支払手数料 （単位：円）

審査支払手数料事業 6,354,240 （目的）審査支払手数料を国保連合会からの請求に基づいて支払います。 488

（介護保険課）

（対象）埼玉県国民健康保険団体連合会（国保連合会）

（手段）国保連合会にて行われる介護（介護予防）サービス給付費に係る審査件数分の審査支払手数料に

ついて、国保連合会に支払いを行いました。

・審査件数　　158,856件

（成果）審査支払手数料について、適切な支払いを行いました。

（款）2 保険給付費　 　（項）4 高額介護サービス等費　 　（目）1 高額介護サービス費　 （単位：円）

高額介護サービス事 232,911,808 （目的）要介護被保険者の利用者負担額が一定額を超えて高額になった場合、その負担額を軽減します。 488

業

（介護保険課） （対象）利用者負担額が一定額を超えて介護サービスを利用した方

（手段）国保連合会からの給付データから高額介護サービス費の支給対象者を抽出し、支給対象者に該当

する旨通知しました。支給対象者から提出された支給申請書について審査し、支給決定者について

は、高額介護サービス費を支給しました。

なお、生活保護受給者については、国保連合会にて審査支払い手続きが行われ、同連合会からの

請求に基づき支払いを行いました。

（単位：件、円）

そ の 他

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

支　給　区　分

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果

事 業 の 成 果
決算書の
ページ

事 業 の 成 果
決算書の
ページ

合　計世 帯 合 算

決算書の
ページ
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（成果）利用者負担額が高額となった方の負担を軽減することができました。

※令和3年8月から、年収約770万円以上の方の新たな限度額が設定されました。

（款）2 保険給付費　 　（項）4 高額介護サービス等費　 　（目）2 高額介護予防サービス費　 （単位：円）

高額介護予防サービ 141,301 （目的）要支援被保険者の利用者負担額が一定額を超えて高額になった場合、その負担額を軽減します。 488

ス事業

（介護保険課） （対象）利用者負担額が一定額を超えて介護予防サービスを利用した方

（手段）国保連合会からの給付データから高額介護予防サービス費の支給対象者を抽出し、支給対象者に

該当する旨通知しました。支給対象者から提出された支給申請書について審査し、支給決定者につ

いては、高額介護予防サービス費を支給しました。

なお、生活保護受給者については、国保連合会にて審査支払い手続きが行われ、同連合会からの

請求に基づき支払いを行いました。

（単位：件、円）

決算書の
ページ

0

支給額 0

11,700,499

1,956

345

ア 生活保護受給者等

20,804,968

232,911,808

イ 市町村民税世帯非課税者等

エ 市町村民税課税者

合 計

8,000,729

　　（利用者負担第4段階の方） 支給額

支給額

32,505,467

4,119

10,879

323

　　（利用者負担第5段階の方） 9,273,890

17,724

支　給　区　分 世 帯 合 算 そ の 他 合　計

1,845 1,849

　　（利用者負担第1段階の方） 支給額 80,696 20,166,205 20,246,901

ア 生活保護受給者等 件数 4

22,938,735 26,815,200

997 959

11,224

件数 332 3,787

支給額 4,553,560 139,516,790

ウ 市町村民税世帯非課税者等

144,070,350　　（利用者負担第2段階の方）

件数

件数

　　（利用者負担第3段階の方） 支給額 3,876,465

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

19,471

オ 現役並み所得者相当

211,427,42721,484,381

0

1,273,161

件数 1,747

件数

　　（利用者負担第1段階の方） 0

事 業 の 成 果

件数 69 254

0 0

支給額
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（款）2 保険給付費　 　（項）4 高額介護サービス等費　 　（目）2 高額介護予防サービス費　 （単位：円）

（成果）利用者負担額が高額となった方の負担を軽減することができました。

※令和3年8月から、年収約770万円以上の方の新たな限度額が設定されました。

（款）2 保険給付費　 　（項）5 高額医療合算介護サービス等費　 　（目）1 高額医療合算介護サービス費　 （単位：円）

高額医療合算介護サ 35,002,609 （目的）医療及び介護の両制度における自己負担額の合計額が著しく高額となった世帯の負担軽減を図り 490

ービス事業 ます。

（介護保険課）

（対象）各医療保険の世帯内で、医療及び介護の両制度ともに自己負担額があり、自己負担額の合計が限

度額を超えて高額になった世帯の介護サービス利用者

（手段）国民健康保険、後期高齢者医療の被保険者については、医療保険者において勧奨通知を行い、申

請書を受理しました。被用者保険については、本人の申請に基づき介護分の「自己負担額証明書」

を交付し、これをもとに医療保険者に申請していただきました。　

医療保険者において支給額を計算した結果通知に基づき介護サービス分の支給を決定し、支給を

行いました。

　　（利用者負担第4段階の方）

支給額 21,007

件数

支　給　区　分 世 帯 合 算 そ の 他 合　計

事 業 の 成 果

84 0 84

決算書の
ページ

支給額 22,909

　　（利用者負担第2段階の方）

22,909

事 業 の 成 果

支給額

0

決算書の
ページ

0　　（利用者負担第3段階の方）

10,808

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

10,808

ウ 市町村民税世帯非課税者等 件数 15 0

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

29

　　（利用者負担第5段階の方） 支給額 86,577 0 86,577

合計
件数

支給額

34イ 市町村民税世帯非課税者等

141,301 0 141,301

0

0 6

15

34 0

オ 現役並み所得者相当 件数 6

21,007

エ 市町村民税課税者 件数 29 0
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（単位：件、円）

（成果）医療及び介護における自己負担額の合計額が著しく高額となった世帯の負担軽減を図りました。

（款）2 保険給付費　 　（項）5 高額医療合算介護サービス等費　 　（目）2 高額医療合算介護予防サービス費　 （単位：円）

高額医療合算介護予 236,996 （目的）医療及び介護の両制度における自己負担額の合計額が著しく高額となった世帯の負担軽減を図り 490

防サービス事業 ます。

（介護保険課）

（対象）各医療保険の世帯内で、医療及び介護の両制度ともに自己負担額があり、自己負担額の合計が限

度額を超えて高額になった世帯の介護予防サービス利用者

（手段）国民健康保険、後期高齢者医療の被保険者については、医療保険者において勧奨通知を行い、申

請書を受理しました。被用者保険については、本人の申請に基づき介護分の「自己負担額証明書」

を交付し、これをもとに医療保険者に申請していただきました。

医療保険者において支給額を計算した結果通知に基づき介護予防サービス分の支給を決定し、支

給を行いました。

（単位：件、円）

区 分 件　数 支　給　額

区 分 件　数 支　給　額

低所得者Ⅱ
 （市町村民税非課税であって、世帯
　の所得が0円）

822

0

35,002,609合 計

21,080,344

8,339,898241

一般
（市町村民税課税世帯）

98 5,497,466

現役並み所得者
（課税所得145万円以上）

4

1,165

低所得者Ⅰ
（市町村民税非課税世帯）

84,901

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

現役並み所得者
（課税所得145万円以上）

0

決算書の
ページ

事 業 の 成 果
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（款）2 保険給付費　 　（項）5 高額医療合算介護サービス等費　 　（目）2 高額医療合算介護予防サービス費　 （単位：円）

（成果）医療及び介護の両制度における自己負担額の合計額が著しく高額となった世帯の負担軽減を図り

ました。

（款）2 保険給付費　 　（項）6 特定入所者介護サービス等費　 　（目）1 特定入所者介護サービス費　 （単位：円）

特定入所者介護サー 302,017,744 （目的）低所得の要介護被保険者が介護保険施設に入所したときや短期入所サービスを利用したときに、 490

ビス事業 食費・居住費について補足給付を行います。

（介護保険課）

（対象）生活保護受給者等及び住民税非課税世帯の方であって、資産1千万円（夫婦で2千万円）以下の

方　※

（手段）申請に基づき認定した補足給付対象者の特定入所者介護サービス費を国保連合会に支払いまし

た。

（成果）低所得の要介護被保険者の施設入所等に係る食費や居住費の利用者負担について軽減を図りまし

た。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

0
一般

（市町村民税課税世帯）

区 分 件　数 支　給　額

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

低所得者Ⅰ
（市町村民税非課税世帯）

1 92,265

低所得者Ⅱ
 （市町村民税非課税であって、世帯
　の所得が0円）

15 144,731

合 計 16 236,996

事 業 の 成 果
決算書の
ページ

244,101日

延利用人数 利用日数

8,839人

0

－432－



※令和3年8月以降の資産要件は、保険料所得段階により異なることになりました。

（款）2 保険給付費　 　（項）6 特定入所者介護サービス等費　 　（目）2 特定入所者介護予防サービス費　 （単位：円）

特定入所者介護予防 91,899 （目的）低所得の要支援被保険者が短期入所サービスを利用したときに、食費・居住費について補足給付 490

サービス事業 を行います。

（介護保険課）

（対象）生活保護受給者等及び住民税非課税世帯の方であって、資産1千万円（夫婦で2千万円）以下の

方　※

（手段）申請に基づき認定した補足給付対象者の特定入所者介護予防サービス費を国保連合会に支払いま

した。

（成果）低所得の要支援被保険者の短期入所に係る食費や居住費の利用者負担について軽減を図りまし

た。

※令和3年8月以降の資産要件は、保険料所得段階により異なることになりました。

（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）1 地域包括支援センター費　 （単位：円）

地域包括支援センタ 103,828,471 （目的）高齢者が住み慣れた地域でいきいきとした生活を続けることができるように、地域包括支援セン 492

ー事業 ターにおいて、自立に向けた支援を行います。

（高齢者福祉課）

（対象）社会的支援を必要とする高齢者やその家族等

（手段）市内5か所の地域包括支援センター（直営1か所・久喜市社会福祉協議会に委託4か所）におい

て、総合相談支援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント及び介護予防ケアマネジメントを

行い、高齢者の自立に向けて支援を行いました。

延利用人数 利用日数

事 業 の 成 果

7人 67日

決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ
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（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）1 地域包括支援センター費　 （単位：円）

・令和3年4月～令和4年3月 （単位：件）

情報提供

介護支援専門員支援

虐待

成年後見制度

権利擁護

関連機関連携・調整

介護相談

認知症関連

その他

年間延件数

・市内5か所の地域包括支援センターの実施状況

介護予防サービス計画作成管理　　5,176件

久喜市民生委員・児童委員協議会地区定例会への参加　 19回

認知症グループホーム運営推進会議への参加　17回

 （17回のうち、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、リモート会議4回、書面開催13回）

地域密着型通所介護運営推進会議への参加　　1回

主任介護支援専門員研修の開催　　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

（成果）高齢者やその家族の相談に対して、介護保険制度やサービスの情報提供を行い、各関係機関と連

絡・調整を図り支援を行いました。また、要支援認定者等に対してケアマネジメントを適切に行

い、自立支援を図ることができました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

相談者

　　相談内容

本
人

家
族

介
護
支
援
専

門
員

サ
ー

ビ
ス
提

供
事
業
所

関
連
機
関

民
生
委
員
・

児
童
委
員

近
隣
・
知
人

そ
の
他

合
計

1,687 1,972 985 1,453 1,527 276 129 35 8,064

4,412

介護予防ケアマネジメント 2,106 849 101 452 58 3 5 4 3,578

介護予防支援 2,733 949 86 553 77 8 3 3

80 96 23 39 210 0 1 33 482

17 2 129 1 5 0 0 0 154

72 27 4 8 49 0 2 0 162

20 20 30 21 82 0 2 1 176

1,025 2,000 89 78 168 78 60 5 3,503

1,712 1,901 2,057 3,417 2,840 294 106 80 12,407

1,271 841 219 250 330 52 59 54 3,076

87 100 21 16 85 8 3 0 320

10,810 8,757 3,744 6,288 5,431 719 370 215 36,334
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（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）2 任意事業費 （単位：円）

任意事業 35,364,734 ○介護力アップ講座 492

（高齢者福祉課、介 （目的）介護家族の支援を行うとともに、介護家族を支える地域の介護力の向上を図ります。

護保険課）

（対象）要支援・要介護状態にある高齢者及びそのおそれのある高齢者を介護する家族並びに介護に関心

のある者

（手段）介護力を高めることを目的とした各種講座等を実施します。

（単位：人）

（成果）介護家族に必要な知識や技術の普及・啓発を図ることができました。

○家族介護用品支給事業

（目的）在宅で家族の介護を受けている方と介護する家族の経済的負担を軽減します。

（対象）市民税非課税世帯で要介護3・4・5と認定され、在宅において家族の介護を受けている65歳以上

の方。要介護3については、認定調査票における「排尿」又は「排便」の項目において「介助」又

は、「見守り等」などに該当している方。

（手段）民間事業者に委託し、月額6,300円を限度に、介護用品（紙おむつ、尿取りパット、使い捨て手

袋、清拭剤、ドライシャンプー、シーツ）を現物支給しました。

・年間登録者数　　　　　　165人

・年間実利用者数　　　　　147人

・年間延利用者数　 　   1,116人

（成果）在宅で家族の介護を受けている方と介護する家族の経済的負担を軽減し、在宅生活の継続を支援

することができました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

　講座名 実施日及び場所 参加人数

　「起き上がり・移動動作について」
～片麻痺がある方の介助方法～

7/21　ふれあいセンター久喜 7

「認知症を正しく理解しよう」 9/14　鷲宮総合支所 6
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（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）2 任意事業費 （単位：円）

○介護家族教室「言葉の教室」

（目的）失語症等の者を介護する家族等に対し、必要な指導、助言を行います。

（対象）概ね40歳以上の失語症等の者及びその家族

（手段）概ね月1回、介護家族同士の情報交換、看護師の健康相談、言語聴覚士のグループ指導等を行い

ました。

・実施回数　　5回11回

・実施会場　　ふれあいセンター久喜

・年間実利用者数　　家族3人　　本人4人

・事業費　　156,050円

（成果）介護家族に対して失語症等に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うことができま

した。

○配食サービス事業

（目的）在宅で自立した生活が継続できるよう、食の面から支援します。

（対象）日常的に調理が困難となっている、高齢者及び身体障害者手帳1・2・3級、療育手帳及び精神障

害者保健福祉手帳の交付を受けている方のみで構成する世帯

（手段）配食業者に委託し、週6回まで、栄養のバランスに配慮した食事を自宅に届け、併せて安否確認

を行いました。

・年度末登録者数 627人

・年間実利用者数 444人

・年間配食数 　59,395食　 

（成果）できる限り在宅で自立した生活が継続できるよう支援するとともに、利用者の安否確認ができま

した。

○家族介護講演会

（目的）認知症の方やその家族が安心して暮らせるよう、地域における支援の輪を拡げることを推進しま

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ
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 す。

（対象）市民、市内在勤・在学の者

（手段）認知症の方ご本人及びその支援に取り組んでいる専門職の方から、当事者の思い、認知症の方の

支援の方法について講演していただきます。

（成果）認知症の方ご本人の心情や、支援の方法について実体験を交えてお話しいただいたことで、

認知症に対する理解の促進を図ることができました。

○認知症サポーター養成講座事業

（目的）地域において、認知症の方やその家族が安心して暮らせるよう、認知症を正しく理解し、認知症

の方やその家族を支えるために、認知症サポーターを養成します。更に、認知症サポーターのフォ

ローアップを目指し、認知症サポーターステップアップ講座を開催します。

（対象）市民、市内在勤・在学の者

（手段）地域包括支援センターと久喜市社会福祉協議会等により、認知症サポーター養成講座及び認知症

サポーターステップアップ講座を開催しました。

（1）認知症サポーター養成講座

・地域包括支援センター実施

市民対象 （単位：人）

開催日 会場 受講人数

令和3年7月14日 菖蒲総合支所 8

令和3年9月30日 鷲宮総合支所 10

開催日・開催場所 テ ー　　マ 講師 参加者数

令和3年11月10日（水）
鷲宮西コミュニティ

センター（おおとり）
ホール

認知症とともに自分らし
く生きる～前向きに向き

合うことの大切さ～

認知症本人大使　菊地大輔氏
若年性認知症支援コーディ
ネーター　松本　由美子氏

90人

令和3年10月9日 ふれあいセンター久喜 15

令和3年10月29日 栗橋総合文化会館 6

合 計 39
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（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）2 任意事業費 （単位：円）

各種団体対象

久喜市職員

・久喜市社会福祉協議会実施（単位：回、人）

小・中学校・高校

一般市民・団体

合　　計

・キャラバンメイト実施

活動実績なし

（2）認知症サポーターステップアップ講座

・久喜市社会福祉協議会実施

認知症サポーター

（成果）認知症を正しく理解し、認知症の人やその家族を温かく見守る認知症サポーターを養成し、希望

する認知症サポーターへのフォローアップが実施できました。

○成年後見制度利用支援事業

（目的）認知症等により判断能力が十分でない高齢者に対して成年後見制度の利用を支援し、高齢者の権

利擁護を図ります。

（対象）成年後見制度の利用が必要であるが、その利用が困難な高齢者

（手段）対象者に対して、成年後見制度の申立て等を行い、成年後見人に対象者の支援をつなげました。

・対象者　8人

（成果）成年後見制度の利用により、高齢者の権利の擁護を図ることができました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

1回 40人

対象者 回数 受講人数

7 355

4 40

対象者 回数 受講人数

11 395

対象者 回数 受講人数

2回 46人
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〇認知症高齢者声かけ模擬訓練

（目的）認知症のある方やそのご家族を、地域住民で支えるため、認知症の方への声かけ模擬訓練を実施

します。

（対象）市民（認知症サポーター等）

（手段）認知症に関する講義、声かけ模擬訓練、グループワークにより、認知症に対する理解を深めま

 す。

（成果）新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、開催を中止しました。

○介護保険相談員派遣事業

（目的）介護保険サービスの質の向上に資するため、利用者等からの相談に応じます。

（対象）介護保険サービス利用者及びその家族

（手段）介護保険相談員による介護保険サービス利用者の訪問相談等1,807件を実施しました。

（成果）介護保険サービス利用者等への訪問相談等の実施により、介護保険サービスの質の向上に資する

ことができました。

○介護給付費通知事業

（目的）介護（介護予防）及び総合事業のサービス利用者に給付費を再認識していただき、介護給付費架

空請求、過剰請求等の発見のための情報提供を促します。

（対象）介護（介護予防）及び総合事業のサービス利用者

（手段）サービスの利用月、費用額、自己負担額、サービス事業所及びサービス種類を記載した介護給付

費通知書をサービス利用者に送付しました。（年2回、延べ11,549人）

（成果）利用者へのサービス適正利用の意識啓発、及び、サービス事業所の架空請求や過剰請求等の抑止

に資することができました。

○ケアプラン点検支援業務

（目的）ケアプランがケアマネジメントのプロセスを踏まえて、自立支援を目指したものか検証します。
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（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）2 任意事業費 （単位：円）

（対象）居宅介護支援（介護予防支援）事業所の介護支援専門員

（手段）添削方式によるケアプラン点検を30件行いました。

（成果）介護支援専門員の気づきや学びを促し、計画作成の質の向上により介護給付の適正化を図りまし

た。

（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）3 在宅医療・介護連携推進事業費　 （単位：円）

在宅医療・介護連携 13,922,535 （目的）医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で暮らし続けることができるよ 494

推進事業 う、関係機関が連携し多職種協働により、在宅医療と介護を一体的に提供できる体制の構築を推進

（高齢者福祉課） します。

（対象）市民

（手段）在宅医療・介護関係者が連携を図り、医療と介護を一体的に提供できるようにするために、在宅

医療・介護連携推進事業を実施しました。

・久喜市在宅医療・介護連携推進会議

医療、介護関係者で構成される委員に、在宅医療・介護の資源の把握について協議し、

市民に公開したことについて承認を得ました。

決算書の
ページ

内容 開催日（書面開催）

地域の医療・介護の資源の把握

令和4年3月
在宅医療・介護関係機関のリストづくり

医療・介護・地域情報検索システム（け
あプロnaviくき）のwebサイトの公開

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果

決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
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・在宅医療・介護関係者研修会

医療、介護関係者を対象に、多職種でのグループワーク等の研修を行う予定でしたが、新型コロナ

・南埼玉郡市在宅医療サポートセンター

近隣市町（蓮田市、白岡市、宮代町）とともに南埼玉郡市医師会に業務委託し、在宅医療・介護連

　　携に関する相談窓口となる在宅医療サポートセンターを設置しました。

久喜市担当　南埼玉郡市医師会内　年間相談件数30件

（成果）事業を実施したことで、在宅医療・介護連携の必要性の理解が図られ、支援体制の構築に資する

ことができました。

（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）4 認知症総合支援事業費　 （単位：円）

認知症総合支援事業 176,013 （目的）認知症になっても住み慣れた地域で暮らすことができるよう、認知症の早期発見とその対応に向 494

（高齢者福祉課） けた支援体制の構築を推進します。

（対象）認知症の方及びその家族

（手段）認知症の早期発見とその対応をする等、認知症総合支援事業を実施しました。

・オレンジカフェ

認知症の方やその家族等が気軽に集える場を提供し、不安の軽減を図るとともに地域とのつながりを

　支援するために、オレンジカフェを開催しました。

（単位：回、人）

ウイルス感染症拡大防止のため、開催を中止しました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

栗橋 6 18

鷲宮 6 38

合計 22 92

地区 回数 人数

久喜 5 21

菖蒲 5 15
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（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）4 認知症総合支援事業費　 （単位：円）

・認知症初期集中支援チーム

専門医、医療系職員、福祉・介護系職員で構成されるチームを久喜すずのき病院に委託しました。医

　療や介護サービスを受けていない認知症の方等に対して、初期の支援を集中的に行い、認知症に対する

　適切な治療につなげるとともに、自立生活のサポートを行います。

活動実績 1件

・物忘れ相談

久喜すずのき病院の精神保健福祉士と地域包括支援センターに配置されている認知症地域支援推進員

　が、認知症に関する相談を受け、適切な支援を行いました。

相談件数　6件

（成果）認知症の早期発見とその支援に努めたことで、認知症の支援体制の構築に資することができまし

た。

（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）5 生活支援体制整備事業費　 （単位：円）

生活支援体制整備事 9,663 （目的）在宅生活を送る高齢者の身の回りの生活行動を支援する生活支援サービスを整備し、高齢者の在 494

業 宅生活を支え、住み慣れた地域で長く暮らせる環境を整えます。

（高齢者福祉課）

（対象）在宅生活を送る高齢者

（手段）地域において高齢者のさまざまな生活場面における支援体制を整えるため、令和3年度は生活支

援体制整備推進員を5人配置しました。

（成果）地域福祉の蓄積が豊富な社会福祉協議会と連携し、住民活動を含む社会資源や生活支援サービス

について地域を調査し、地域の資源を把握することができました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ
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（款）3 地域支援事業費　 　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　 　（目）6 地域ケア会議推進事業費　 （単位：円）

地域ケア会議推進事 152,846 （目的）包括的・継続的ケアマネジメント業務の効果的な実施のため、関係機関等により構成される会議 494

業 （地域ケア会議）を開催し、地域課題の解決を検討します。

（高齢者福祉課）

（対象）市内の介護支援専門員、関係機関

（手段）事例検討を通じて、専門職の助言を得ながら、自立支援に向けた取組・地域課題を検討します。

（成果）地域ケア会議の実施　　6回

　（年6回開催のうち、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため2回書面開催）

（款）3 地域支援事業費　 　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　 　（目）1 介護予防・生活支援サービス事業費 （単位：円）

介護予防・生活支援 198,964,462 （目的）要支援者等の多様な生活支援ニーズに対して、要介護状態にならずに自立した日常生活を送るこ 496

サービス事業 とができるように、ケアプランの作成やサービスの提供を行います。

（高齢者福祉課）

（対象）要支援の認定を受けた方及び基本チェックリストにより事業対象者となった方

（手段）対象となった方に対して、地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを実施（ケアプラ

ンを作成）し、訪問や通所等の方法で、介護予防・生活支援サービスを提供しました。

　〇基本チェックリスト実施

要支援認定を受けていないが、生活機能の低下が見られる場合に実施し、該当した場合にサービス

　　を提供しました。

・実施人数　8人（うちサービス利用者  4人）

　〇介護予防ケアマネジメント（ケアプラン）作成

要支援認定者のうち、訪問介護サービスと通所介護サービスのみを利用する方及び短期集中サービ

スを利用する方と、基本チェックリストの実施により事業対象者となった方に対して、自立した生活

が送れるようケアプランを作成管理しました。

・作成管理件数　4,255件

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ
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（款）3 地域支援事業費　 　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　 　（目）1 介護予防・生活支援サービス事業費 （単位：円）

　〇介護予防・生活支援サービス事業

・介護事業所による訪問型サービス（介護予防訪問介護相当サービス）

ホームヘルパーが訪問し、生活援助（食事の準備や調理等）、身体介護（食事や入浴、排泄の

介助等）のサービスを提供しました。　

・介護事業所による通所型サービス（介護予防通所介護相当サービス）

通所介護施設（デイサービスセンター等）で、食事のサービスや生活機能の維持向上のための

体操や筋力トレーニング等のサービスを提供しました。

　〇高額介護予防サービス等相当事業

介護予防・生活支援サービス利用者のうち、負担額が一定額を超えて高額になった場合に、その負

　　担額を軽減しました。

 【高額医療合算総合事業サービス費】【高額介護予防サービス費】

・支給件数　59件　　　　支給額　164,136円

【高額医療合算総合事業サービス費】

・支給件数  22件　　　　支給額　536,696円

（成果）対象となった方の生活機能の維持、改善を図り、自立した日常生活のための支援を実施すること

ができました。

（款）3 地域支援事業費　 　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　 　（目）2 一般介護予防事業費 （単位：円）

一般介護予防事業 14,971,531 （目的）高齢者が要介護状態等になることを防ぐため、一般介護予防事業を実施します。 496

（高齢者福祉課）

（対象）市内在住の65歳以上の方

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

利用延人数 事業費

 2,914人 51,057,989円

利用延人数 事業費

4,405人 129,069,849円

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ
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（手段）高齢者へ介護予防に関する知識の普及を図るため、各種教室の開催、健康相談・健康教育等を行

いました。

・柔道整復師による元気アップ体操教室（事業費　650,478円） （単位：人）

・はつらつ運動教室　リーダー養成講座・リーダー研修（事業費 1,218,703円） （単位：人）

（初級合同研修）

10/8,15,22,29,

11/5,12,19

（中級実地研修）

1/19,20,24,31,

2/3,9,14

（中級合同研修）

12/3,1/14,2/18

（久喜地区研修）

9/15,9/24,3/25　3回

（菖蒲地区研修）

9/14,9/27,3/17　3回

（栗橋地区研修）

9/10,9/13,3/25　3回

（鷲宮地区研修）

9/10,9/16,3/24　3回

・ご近所型介護予防体操支援事業（事業費　0円）

内容 実施日 実施場所 参加延人数

介護予防のための運動教
室において、指導担当の
ボランティアリーダーを
新規養成する講座

鷲宮東コミュニティセン
ター

34

はつらつ運動教室会場
（3会場）

9

鷲宮東コミュニティセン
ター

12

内容 実施日 実施場所 参加延人数

介護予防のための体操（膝や肩、
腰の痛みを予防するストレッチ体
操等）

10/5,12,19,26 中央公民館 59

10/14,21,28,11/4 鷲宮公民館 56

内容

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、事業を
中止しました。

ご近所型介護予防体操その他介護予防に
必要な事業を普及し、誰でも参加するこ
とができる住民主体の通いの場を増やし
ます。

はつらつ運動教室指導者
の指導技術を維持向上さ
せるための研修

花みずき会館、清久コ
ミュニティセンター

66

菖蒲文化会館 22

健康福祉センター 41

鷲宮西コミュニティセン
ター、鷲宮福祉センター

26

－445－



（款）3 地域支援事業費　 　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　 　（目）2 一般介護予防事業費 （単位：円）

・介護予防ボランティアポイント事業（事業費　0円）

・高齢者のためのいきいきクッキング（事業費　0円）

・はつらつ運動教室　（事業費 　3,288,384円） （単位：人）

・健康相談 （単位：人） 　・健康教育 （単位：人）

地域の高齢者団体

※菖蒲老人福祉センター ※地域の高齢者団体

※はつらつ運動教室

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

内容
新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、事業対象となる高齢者の募
集を縮小し、受入施設等の募集はし
ませんでした。

参加実人数

高齢者のボランティア活動を通した地域
貢献を支援するとともに、高齢者自身の
社会参加活動を通じた介護予防を推進し
ます。

4人

内容 実施日 実施場所 参加延人数

ボランティアリーダーの
指導による介護予防のた
めの運動（ストレッチ、
筋力アップ、ウォーキン
グ等）及び体力評価

11月～3月

久喜  10会場 175 875

菖蒲　 5会場 108 395

栗橋　10会場 206 976

鷲宮 　6会場 138 791

栄養改善に関する食べ方
や調理方法等の講話

9/30 中央公民館 5人

内容 実施時期 実施場所 参加実人数 参加延人数

久喜

※いきいき温泉久喜 0
久喜 489

菖蒲
※いきいきデイサービス
参加者

0
民間デイサービス 108

菖蒲 0 0

合 計 31会場 627 3,037

区域 実施場所 参加延人数 区域 対象者 参加延人数

栗橋 0 栗橋 地域の高齢者団体 303
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ふれあいサロン 地域の高齢者団体

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため事業を中止。

・運動器の機能向上事業

・口腔機能向上事業

歯科衛生士による口腔体操や口腔衛生指導を実施しました。新型コロナウイルス感染症拡大防止の

　　ため、参加人数を10人としました。

（単位：人）

・記憶力チェック体験 （単位：回、人）

合 計 180 合 計 1,068

内容 実施時期 実施場所 参加延人数

下肢筋力アップの
体操やストレッ
チ、運動器具を
使ったトレーニン
グ等による介護予
防教室

7月～3月
（1クール11回。6クール実施。合
計66回実施。）

いきいきステーション 489人

鷲宮 72 鷲宮 276

栗橋 3回（11月～1月） 栗橋総合支所　会議室 21

鷲宮 3回（9月～11月） 鷲宮総合支所　会議室 19

合 計 91

地区 実施回数 実施場所 参加延人数

久喜 3回（11月～1月） 久喜市役所　会議室 25

菖蒲 3回（10月～12月） 菖蒲総合支所　第1集会室 26

菖蒲 3 14 1

栗橋 3 17 0

鷲宮 3 9 0

地区 実施回数 参加者数 要相談者数

久喜 6 19 4

合 計 59 5
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（款）3 地域支援事業費　 　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　 　（目）2 一般介護予防事業費 （単位：円）

・脳の若返りプログラム （単位：人）

9月～11月（11回）

9月～11月（11回）

9月～12月（11回）

9月～11月（11回）

9月～11月（11回）

※新型コロナウイルス感染症の影響により規模を縮小して実施。

（成果）対象の高齢者に対して、介護予防に関する知識の普及等が図られました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事 業 の 成 果
決算書の
ページ

合 計 608

菖蒲 菖蒲コミュニティセンター 136

栗橋 栗橋文化会館　イリス 95

鷲宮 鷲宮公民館 114

地区 実施時期 実施場所 参加延人数

久喜
久喜総合文化会館 130

ふれあいセンター久喜 133

－448－




